
様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

19

人材の活用２．（２）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ

20

４．その他参考情報

主務大臣による評価中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価

業務実績 自己評価

福岡空港の周辺環
境対策に係る社会的
ニーズに迅速かつ柔
軟に対応するため、
職員の能力開発の
促進により、組織の
一層の活性化を図る
こと。

イ 人材の活用につ
いては、出資者であ
る国及び地方公共
団体との綿密な人事
調整を行い、空港周
辺環境対策事業の
円滑な運営に必要な
専門的能力及び知
識を有する役職員を
確保します。
ロ 外部講師による
研修の実施や外部
研修への参加等によ
り、職員の能力開発
を促進し、効率的な
業務運営、組織の活
性化を図ります。

イ 出資者である国
及び地方公共団体と
綿密な人事調整を行
い、事業運営に必要
な専門的能力及び
知識を有する人材の
確保に努めます。
ロ 職員の能力開発
を促進するため、内
部研修を実施すると
ともに、外部研修等
へも積極的に職員を
参加させます。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．国（航空局）、福
岡県及び福岡市との
人事調整状況
２．外部講師等によ
る研修の実施状況
３．外部研修への参
加状況

１．国（航空局）及び地方自治
体（福岡県・福岡市）と、適時
人事調整を行った。
　また、の女性登用への取組
については、政府の方針を踏
まえ、役員及び管理職計９名
中１名の目標を設定し、管理
職への登用について、国・県・
市への人事調整を実施した。
２．内部研修
・新規採用（出向）職員研修
・男女共同参画及びワーク・ラ
イフ・バランスに関する研修
・アサーションに関する研修
・人権・同和研修
３．外部研修（１４研修）
・公文書管理研修Ⅰ
・空港環境対策関係担当者研
修　・行政管理・評価セミナー
・企業会計〔応用〕研修
・評価・監査中央セミナー
など

　事業運営に必要な専門的能力及び知識を
有する人材を確保するため、国（航空局）及
び地方自治体（福岡県・福岡市）と、適時人
事調整を行い、特に大井その１の計画的な
修繕工事を円滑に実施するため、福岡市に
対し事務職に替えて電気技術職員の派遣
を要請していたところ、平成２６年度より配
置（振替）された。
　また、女性登用への取組については、政
府の方針を踏まえ、役員及び管理職計９名
中１名の目標を設定し、管理職への登用に
ついて、国及び地方自治体への人事調整を
実施した。
　職員のスキルアップ・意識改善を図るた
め、内部研修を４回開催し、研修効果の把
握に努めるとともに、外部機関が実施する
研修（計14回）に積極的に職員を参加させ
るなど、組織の一層の活性化を図るための
取組を行っており、着実な実施状況にある。
　これらを踏まえ、Bと評価する。



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

注）前中期目標期期間最終年度値（平成24年度）の予算額及び決算額は、大阪国際空港事業本部分を除く。

21

平成26年度において大型案件が見込ま
れており、平成24年度予算額を超える予
算を要求せざるを得なかったため、予算
額が増加した。

681,015

経費の効率的な執行
事業費の抑制

平成26年度において見込まれていた大
型案件が、申請予定者の都合により断
念されたため、決算額は減少した。

年度計画で数値を定量化していないた
め、中期計画最終年度において達成度
の算出を行う

1,492,456

　上記削減率（％） － 0.90% ▲3.8%

　達成度 － － －

評価対象となる指標

事業費（予算額）（千
円）

前中期目標期間の最終年度
（平成24 年度の福岡空港事
業本部分）比で５％以上に相
当する額を削減

2,147,888 2,129,527 2,228,713

事業費（決算額）（千
円）

1,719,635

２．（３）①

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ
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４．その他参考情報

事業費について、中
期目標期間の最後
の事業年度におい
て、前中期目標期間
の最終年度（平成24
年度の福岡空港事
業本部分）比で５％
程度に相当する額を
削減すること。

事業費について、事
業執行方法の改善
等を通じて効率化を
推進し、中期目標期
間の最後の事業年
度において、前中期
目標期間の最終年
度（平成24 年度の福
岡空港事業本部分）
比で５％以上に相当
する額を削減しま
す。

事業費について、引
き続き事業執行方法
の効率的かつ合理
的な執行に努め、中
期計画で定められた
削減率の達成を目
指します。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．事業費の削減状
況

業務実績報告書22ページ参照

　26年度予算要求ベースにおいて、移転補
償事業については大型案件の申請が見込
まれていたことから、予算全体として平成24
年度予算と比し3.8％総額が大きくなってい
たが、民家防音事業（▲26.8%）、緑地造成
事業（▲7.1%）、再開発整備事業（▲25.5%）
については、それぞれ予算削減を着実に遂
行している。
　これらを踏まえ、Bと評価する。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

注１）一般管理費は、人件費及び特殊要因により増減する経費を除く。

注２）平成24年度の予算額及び決算額は、大阪国際空港事業本部分を除く。
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年度計画で数値を定量化していないた
め、中期計画最終年度において達成度
の算出を行う

－

経費の効率的な執行
一般管理費の抑制

－

－

64,267一般管理費（決算額）
（千円）

59,544 64,226

96,620

－

85,337 82,675

　達成度

　上記削減率（％） 11.70% 14.40%

２．（３）②

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

一般管理費（予算額）
（千円）

前中期目標期間の最終年度
（平成24 年度の福岡空港事
業本部分）比で１５％以上に相
当する額を削減



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ
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４．その他参考情報

一般管理費（人件費
及び特殊要因により
増減する経費を除
く。）について、中期
目標期間の最後の
事業年度において、
前中期目標期間の
最終年度（平成24年
度の福岡空港事業
本部分）比で１５％程
度に相当する額を削
減すること。

一般管理費（人件費
及び特殊要因により
増減する経費を除
く。）について、業務
運営の効率化を図る
ことにより、中期目標
期間の最後の事業
年度において、前中
期目標期間の最終
年度（平成24 年度の
福岡空港事業本部
分）比で１５％以上に
相当する額を削減し
ます。

一般管理費（人件費
及び特殊要因により
増減する経費を除
く。）について、引き
続業務の見直し及び
簡素化を推進するな
ど業務運営の効率
化を図ることにより、
中期計画で定められ
た削減率の達成を目
指します。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．一般管理費の削
減状況

業務実績報告書23ページ参照

　引き続き事務経費の節減に努めたことに
より、平成２４年度と比し１４．４％に相当す
る予算額を削減した。
　これを踏まえ、Bと評価する。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報
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契約の見直し２．（４）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ
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４．その他参考情報

契約については、
「独立行政法人の契
約状況の点検・見直
しについて」（平成２
１年１１月１７日閣議
決定）に基づく取組
を着実に実施するこ
とにより、契約の適
正化を推進し、業務
運営の効率化を図る
こと。

契約については、
「独立行政法人の契
約状況の点検・見直
しについて」（平成２
１年１１月１７日閣議
決定）を踏まえて取り
組んできましたが、
引き続き適正な契約
執行及び情報公開
の充実に努め、競争
性及び透明性の確
保を図ります。

契約については、引
き続き「独立行政法
人の契約状況の点
検・見直しについて」
（平成２１年１１月１７
日閣議決定）を踏ま
えた取組を行い、競
争性及び透明性の
確保を図り
ます。
イ 随意契約につい
て、引き続き「随意契
約等見直し計画」（平
成２２年５月策定）に
沿った取り組みを実
施し、その取り組み
状況を公表します。
ロ 一般競争入札等
の競争性のある契約
について、引き続き
仕様書等の見直し・
入札参加要件の緩
和・入札結果の公表
等を実施し、競争性・
透明性が十分に確
保されるよう努めま
す。
ハ 監事及び会計監
査人による監査にお
いて、入札・契約の
適正な実施について
重点的にチェックを
受け、その結果を公
表します。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．競争性のない随
意契約の状況
２．競争性・透明性
の確保状況
３．契約監視委員会
による監査状況
４．監事及び会計監
査人による監査状況

業務実績報告書24、25ページ
参照 　平成２２年５月に策定した「随意契約等見

直し計画」に沿った取組みを引き続き実施し
た結果、競争性のない随意契約は、真にや
むを得ない３件となっている。
　これらの取組状況について契約監視委員
会に報告し、点検を受けた結果、特段の意
見表示、勧告等はなかった。点検結果につ
いてはホームページに公表している。
　また、監事による監査においても定期的に
チェックを受け、契約事務について特段の
指摘はなく、着実な実施状況にある。
　これらを踏まえ、Bと評価する。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報
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適切な内部統制の実施２．（５）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ
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４．その他参考情報

内部統制について
は、更に充実・強化
を図ること。その際、
総務省の「独立行政
法人における内部統
制と評価に関する研
究会」が平成22 年３
月に公表した報告書
（「独立行政法人に
おける内部統制と評
価について」）及び総
務省政策評価・独立
行政法人評価委員
会から独立行政法人
等の業務実績に関
する評価の結果等
の意見として各府省
独立行政法人評価
委員会等に通知した
事項を参考にするも
のとする。
また、「国民を守る情
報セキュリティ戦略」
等の政府の方針を
踏まえ、適切な情報
セキュリティ対策を
推進すること。

内部統制について
は、従前の取組を引
き続き実施するとと
もに、「独立行政法
人における内部統制
と評価について」（総
務省・独立行政法人
における内部統制と
評価に関する研究会
報告書）等を参考と
して、次の取組につ
いて更に充実・強化
を図ります。

イ 業務運営方針の
明確化、役職員によ
る共有を図ります。
ロ 定期的に業務実
績や課題を整理し、
改善を行います。
ハ 内部監査の実施
による業務の改善及
び機構内コミュニ
ケーションの活性化
等を図ります。
ニ 「国民を守る情報
セキュリティ戦略」等
の政府の方針を踏ま
え、適切な情報セ
キュリティ対策を推
進します。

内部統制について
は、従前の取組を引
き続き実施するとと
もに、次の取組につ
いて更に充実・強化
を図ります。
イ 業務運営方針の
明確化、役職員によ
る共有を図ります。
ロ 定期的に業務実
績や課題を整理し、
改善を行います。
ハ 内部監査の実施
による業務の改善及
び機構内コミュニ
ケーションの活性化
等を図ります。
ニ 「国民を守る情報
セキュリティ戦略」等
の政府の方針等を
踏まえ、適切な情報
セキュリティ対策を
推進します。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．業務運営方針の
明確化、役職員によ
る共有の状況
２．リスク管理の状況
３．業務実績や課題
の整理、業務改善の
状況
４．内部監査の実施
及び機構内コミュニ
ケーションの活性化
状況
５．監事監査、会計
監査人による監査の
実施状況
６．管理会計の活用
状況
７．セグメント情報の
開示状況
８．情報セキュリティ
対策の実施状況

業務実績報告書26～28ペー
ジ参照 　重要事項を決定する理事会のほか、毎

月、役員懇談会（役員、審議役、各課長）を
開催し、各事業の進捗・実施状況等の報告
による情報共有を図るとともに、理事長から
必要な指示や方針が示されている。それら
は課内ミーティング等を通じ全職員に周知さ
れており、業務運営方針の明確化と役職員
による共有に努めている。
　また、リスク管理表の見直しを行い、全て
の職員に情報を共有し、リスク発生の防止
に努めている。
　さらに、監事監査における指導・助言に留
意しながら業務に取り組むとともに、平成27
年2月に改正通則法を踏まえた内部監査を
実施し、組織内の透明性の向上、コミュニ
ケーションの活性化に取り組んだ。
　改正通則法の平成27年4月施行を踏まえ
た内部統制システムの整備に関する取組に
ついては、統制環境整備の一環として、ま
ず機構の基本理念・運営方針を新たに策定
し、機構の運営に関する基本的事項を再認
識するとともに、全役職員に周知徹底し、各
執務室に掲示した。また、外部研修等に参
加し、内部統制システム構築に関する理解
を深めつつ、業務方法書の変更及び規程
等の整備に取り組むなど、着実な実施状況
にある。
　これらを踏まえ、Bと評価する。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

29

予算、収支計画及び資金計画

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

３．（１）

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ

30

４．その他参考情報

中期目標期間にお
ける予算、収支計画
及び資金計画につい
て、各事業において
適切に計画し、健全
な財務体質の維持を
図ること。

本計画に従ったサー
ビスその他業務の質
の向上を図りつつ、
予算、収支計画及び
資金計画を別紙のと
おり策定します。

予算、収支計画及び
資金計画を別紙のと
おり策定します。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．予算執行状況
２．収支計画実施状
況
３．資金計画実施状
況

業務実績報告書29～33ペー
ジ参照 　経費の抑制につとめ、効率的に適正な執

行を図りつつ、自己収入の拡大につとめる
ことができた。また、資金の適正な管理を行
う等、着実な実施状況にある。
　これらを踏まえ、Ｂと評価する。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

31

短期借入金の限度額３．（２）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：－

32

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価

－ 資金不足となる場合
等における短期借入
金の限度額は、４００
百万円とします。

資金不足となる場合
等における短期借入
金の限度額は、４００
百万円とします。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

実績なし。

　実績なし。

４．その他参考情報



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

33

重要な財産の処分等に関する計画３．（３）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

－ － － －

評価対象となる指標



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：－

34

該当なし。

　該当なし。

４．その他参考情報

業務実績 自己評価

－ 該当ありません。 該当ありません。 ＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

35

剰余金の使途３．（４）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：－

４．その他参考情報

36

－ 固有事業（再開発整
備事業）に充てま
す。

固有事業（再開発整
備事業）の業務運営
に必要な経費に充て
ます。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

　平成２５年度決算において
発生した当期総利益について
は、独立行政法人通則法第４
４条第１項に基づく積立金とし
て整理した。
　平成２６年度においても、安
定的な業務収入の確保及び
事業の効率的な執行により生
じた当期総利益について、独
立行政法人通則法第４４条１
項に基づく積立金として整理
することとしている。

　平成２６年度において発生した当期総利
益については、独立行政法人通則法第４４
条１項に基づく積立金として整理することと
している。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価



様式１－１－４－２　中期目標管理法人　年度評価　項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）

１．当事務及び事業に関する基本情報

２．主要な経年データ

達成目標 （参考） ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 （参考情報）
前中期目標期期間最 当該年度までの累積値、平均値等、目
終年度値 標に応じた必要な情報

37

人事に関する計画４．（１）

当該項目の重要度、難易
度

関連する政策評価・行政事業
レビュー

評価対象となる指標

－ － － －



３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価

評定：Ｂ

38

４．その他参考情報

給与水準について
は、国家公務員の給
与水準も十分考慮
し、手当を含め役職
員給与の在り方につ
いて厳しく検証した
上で、目標水準・目
標期限を設定してそ
の適正化に計画的
に取り組むとともに、
その検証結果や取
組状況を公表するこ
と。
また、総人件費の削
減については、平成
24 年度に国家公務
員給与の臨時特例
に準じた措置を講じ
たところであるが、引
き続き政府の方針を
踏まえつつ適切に対
応すること。

給与水準について
は、国家公務員の給
与水準も十分考慮
し、手当を含め役職
員給与の在り方につ
いて厳しく検証した
上で、目標水準・目
標期限を設定してそ
の適正化に計画的
に取り組むとともに、
その検証結果や取
組状況を公表しま
す。
また、総人件費の削
減については、平成
24 年度に国家公務
員給与の臨時特例
に準じた措置を講じ
ましたが、引き続き
政府の方針を踏まえ
つつ適切に対応しま
す。

給与水準について
は、今後とも国家公
務員の給与に関する
法律や人事院規則
に準拠して適正な運
用に努め、その取組
状況を公表します。

＜主な定量的指標＞ ＜主要な業務実績＞ ＜評定と根拠＞ 評定

１．対国家公務員指
数（ラスパイレス指
数）の状況
２．役職員給与の適
正化の取組状況
３．国家公務員の給
与に準じた運用状況

業務実績報告書37～38ペー
ジ参照 　平成２５年度より、機構独自の俸給表を国

家公務員行政職俸給表（一）と同一としてい
る。
　また、「一般職の職員の給与に関する法
律等の一部を改正する法律」（平成26年法
律第105号）に基づき、当機構においても国
の制度に併せた見直しを行った。
　これらを踏まえ、Bと評価する。

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価

業務実績 自己評価


